
【様式第1号】

自治体名：我孫子市

会計：全体会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 161,584,260,906   固定負債 70,705,945,675

    有形固定資産 152,368,716,101     地方債等 41,202,711,140

      事業用資産 55,955,394,158     長期未払金 -

        土地 28,917,033,109     退職手当引当金 3,796,628,710

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 63,400,471,683     その他 25,706,605,825

        建物減価償却累計額 -37,598,897,504   流動負債 5,879,849,655

        工作物 1,842,994,973     １年内償還予定地方債等 3,806,066,870

        工作物減価償却累計額 -1,336,825,670     未払金 278,744,050

        船舶 4,196,800     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -4,196,797     前受金 1,575,800

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 618,155,463

        航空機 -     預り金 507,767,854

        航空機減価償却累計額 -     その他 667,539,618

        その他 - 負債合計 76,585,795,330

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 730,617,564   固定資産等形成分 168,101,690,906

      インフラ資産 93,163,892,296   余剰分（不足分） -69,002,935,640

        土地 30,828,068,520   他団体出資等分 -

        建物 2,838,812,084

        建物減価償却累計額 -1,306,676,442

        工作物 166,945,897,274

        工作物減価償却累計額 -106,381,286,410

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 239,077,270

      物品 11,118,873,046

      物品減価償却累計額 -7,869,443,399

    無形固定資産 3,111,795,198

      ソフトウェア 91,890,489

      その他 3,019,904,709

    投資その他の資産 6,103,749,607

      投資及び出資金 2,013,236,000

        有価証券 900,000

        出資金 2,012,336,000

        その他 -

      長期延滞債権 836,035,995

      長期貸付金 1,152,000

      基金 3,311,668,000

        減債基金 -

        その他 3,311,668,000

      その他 3,000,000

      徴収不能引当金 -61,342,388

  流動資産 14,100,289,690

    現金預金 5,977,402,198

    未収金 1,138,880,361

    短期貸付金 158,000

    基金 6,517,272,000

      財政調整基金 5,152,491,000

      減債基金 1,364,781,000

    棚卸資産 15,578,770

    その他 497,288,676

    徴収不能引当金 -46,290,315

  繰延資産 - 純資産合計 99,098,755,266

資産合計 175,684,550,596 負債及び純資産合計 175,684,550,596

連結貸借対照表
（令和7年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：我孫子市

会計：全体会計 （単位：円）

    資産売却益 21,713,452

    その他 36,952,227

純行政コスト 66,191,415,276

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 3,875,521

  臨時利益 58,665,679

  臨時損失 4,728,830

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 853,309

    使用料及び手数料 4,083,732,750

    その他 1,377,289,908

純経常行政コスト 66,245,352,125

      社会保障給付 10,736,081,988

      その他 49,463,971

  経常収益 5,461,022,658

        その他 399,466,438

    移転費用 41,424,112,598

      補助金等 30,638,566,639

      その他の業務費用 719,204,223

        支払利息 229,186,658

        徴収不能引当金繰入額 90,551,127

        維持補修費 1,192,067,599

        減価償却費 5,312,280,190

        その他 -

        その他 1,425,847,863

      物件費等 19,723,884,051

        物件費 13,219,536,262

        職員給与費 7,795,805,655

        賞与等引当金繰入額 610,442,463

        退職手当引当金繰入額 7,077,930

  経常費用 71,706,374,783

    業務費用 30,282,262,185

      人件費 9,839,173,911

連結行政コスト計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

自治体名：我孫子市

会計：全体会計 （単位：円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 99,272,269,630 170,318,255,953 -71,045,986,323 -

  純行政コスト（△） -66,191,415,276 -66,191,415,276 -

  財源 65,924,427,881 65,924,427,881 -

    税収等 40,866,101,073 40,866,101,073 -

    国県等補助金 25,058,326,808 25,058,326,808 -

  本年度差額 -266,987,395 -266,987,395 -

  固定資産等の変動（内部変動） -2,209,030,390 2,209,030,390

    有形固定資産等の増加 3,477,549,341 -3,477,549,341

    有形固定資産等の減少 -5,324,923,897 5,324,923,897

    貸付金・基金等の増加 1,800,765,090 -1,800,765,090

    貸付金・基金等の減少 -2,162,420,924 2,162,420,924

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 93,514,343 93,514,343

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 -41,312 -101,049,000 101,007,688

  本年度純資産変動額 -173,514,364 -2,216,565,047 2,043,050,683 -

本年度末純資産残高 99,098,755,266 168,101,690,906 -69,002,935,640 -

連結純資産変動計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：我孫子市

会計：全体会計 （単位：円）

前年度末歳計外現金残高 531,733,370

本年度歳計外現金増減額 38,356,006

本年度末歳計外現金残高 570,089,376

本年度末現金預金残高 5,977,402,198

財務活動収支 -499,420,696

本年度資金収支額 460,064,552

前年度末資金残高 4,947,248,270

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 5,407,312,822

    地方債等償還支出 3,757,492,240

    その他の支出 233,574,057

  財務活動収入 3,491,645,601

    地方債等発行収入 3,444,600,000

    その他の収入 47,045,601

    資産売却収入 21,713,459

    その他の収入 30,166,577

投資活動収支 -2,704,613,034

【財務活動収支】

  財務活動支出 3,991,066,297

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,843,620,036

    国県等補助金収入 402,880,000

    基金取崩収入 1,263,573,000

    貸付金元金回収収入 125,287,000

  投資活動支出 4,548,233,070

    公共施設等整備費支出 3,600,131,070

    基金積立金支出 823,102,000

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 125,000,000

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 569,521

  臨時収入 2,315,147,128

業務活動収支 3,664,098,282

【投資活動収支】

    税収等収入 39,829,355,560

    国県等補助金収入 22,473,931,222

    使用料及び手数料収入 4,052,811,318

    その他の収入 1,334,954,464

  臨時支出 569,521

    移転費用支出 41,316,603,454

      補助金等支出 30,531,057,495

      社会保障給付支出 10,736,081,988

      その他の支出 49,463,971

  業務収入 67,691,052,564

    業務費用支出 25,024,928,435

      人件費支出 9,784,244,732

      物件費等支出 14,621,991,981

      支払利息支出 229,186,658

      その他の支出 389,505,064

連結資金収支計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 66,341,531,889



連結財務書類における注記（全体会計） 

 
I. 重要な会計方針 

1. 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なもの

は原則として再調達原価としています。 

また開始後については、原則として取得原価とし再調達原価での評価は行わないこととして

います。 

 

2. 有価証券等の評価基準及び評価方法 

①市場価格のある有価証券等 

会計年度末における市場価格をもって連結貸借対照表価額としています。  

②市場価格がない有価証券等 

取得原価をもって連結貸借対照表価額としています。 

 ただし、市場価格のないものについて、実質価額が著しく低下した場合には、相当の減額

を行うこととしています。 

 なお、実質価額の低下割合が 30%以上である場合には、「著しく低下した場合」に該当する

ものとしています。 

 

3. 有形固定資産等の減価償却の方法 

①有形固定資産（事業用資産、インフラ資産）  

 定額法を採用しています。 

②無形固定資産 

 定額法を採用しています。 

 

4. 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

 過去 5 年間の平均不納欠損率により計上しています。 

②賞与引当金 

 翌年度 6 月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対

象期間の割合を乗じた額を計上しています。 

③退職給付引当金 

 本年度末に特別職を含む全職員（本年度末退職者を除く）が普通退職した場合の退職手

当要支給額を計上しています。 



5. リース取引の処理方法 

 ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行ってい

ます。少額リース資産及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通常の賃貸借に係る方

法に準じて会計処理を行っています。 

 

6. 連結資金収支計算書における資金の範囲 

 現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3 ヶ月以内の短期投資等）を資金の範囲とし

ています。 

 このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いも

含んでいます。 

 

7. 採用した消費税等の会計処理 

 税込方式によっています。ただし、水道事業会計と下水道事業会計は税抜方式によっています。 

 

II. 重要な会計方針の変更等 

1. 会計方針の変更 

  該当はありません。 

  

2. 表示方法の変更 

  該当はありません。 

 

3. 連結資金収支計算書における資金の範囲の変更 

 該当はありません。 

        

III. 重要な後発事象 

1. 主要な業務の改廃  

該当はありません。 

 

2. 組織・機構の大幅な変更  

該当はありません。 

 

3. 地方財政制度の大幅な改正  

該当はありません。 

 

 



4. 重大な災害等の発生  

該当はありません。 

 

IV. 後発債務 

1. 保証債務及び損失補償債務負担の状況  

該当はありません。 

 

V. 追加情報 

 

1. 連結対象団体（全体会計）の一覧 

団体（会計）名 区分 

国民健康保険事業特別会計 特別会計 

介護保険特別会計 特別会計 

後期高齢者医療特別会計 特別会計 

水道事業会計 地方公営企業会計 

下水道事業会計 地方公営企業会計 

 

連結の方法は次のとおりです。 

① 地方公営企業会計は、全て全部連結の対象としています。 

 

2. 出納整理期間について 

 地方自治法 235 条の 5 の規定により出納整理期間が設けられています。当会計年度に係

る出納整理期間（令和 7 年 4 月 1 日～令和 7 年 5 月 31 日）における現金の受払い等を終了

した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

 

3. 財務書類の表示金額単位 

  記載金額は千円単位未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合がありま

す。 

 

4. 売却可能資産に係る資産科目別の金額  

ア 範囲 

 普通財産のうち活用が図られていない公共資産 

 

イ 内訳 

事業用資産 166,148 千円 （180,532 千円） 

土地 166,148 千円 （180,532 千円） 



令和 7 年 3 月 31 日時点における売却可能価額を記載しています。    

売却可能価額は、鑑定評価額、路線価、公示地価に基づく評価等によっています。上記の（千

円）は貸借対照表における簿価を記載しています。 

 



有形固定資産の明細
自治体名：我孫子市
年度：令和６年度
会計：全体会計 （単位：千円）

区分
前年度末残高


(A)
本年度増加額


(B)
本年度減少額


(C)

本年度末残高

(A)+(B)-(C)


(D)

本年度末

減価償却累計額


(E)

本年度減価償却額

(F)

差引本年度末残高

(D)-(E)


(G)

事業用資産 93,343,236 2,399,395 847,317 94,895,314 38,939,920 1,684,173 55,955,394
　土地 28,878,003 417,265 378,235 28,917,033 - - 28,917,033
　立木竹 - - - - - - -
　建物 62,383,017 1,096,879 79,424 63,400,472 37,598,898 1,649,328 25,801,574
　工作物 1,936,615 287,436 381,056 1,842,995 1,336,826 34,845 506,169
　船舶 4,197 - - 4,197 4,197 - 0
　浮標等 - - - - - - -
　航空機 - - - - - - -
　その他 - - - - - - -
　建設仮勘定 141,405 597,815 8,602 730,618 - - 730,618
インフラ資産 200,073,611 2,896,783 2,118,539 200,851,855 107,687,963 3,018,807 93,163,892
　土地 30,793,637 94,639 60,207 30,828,069 - - 30,828,069
　建物 2,822,836 15,976 - 2,838,812 1,306,676 56,492 1,532,136
　工作物 166,276,306 2,693,549 2,023,958 166,945,897 106,381,286 2,962,315 60,564,611
　その他 - - - - - - -
　建設仮勘定 180,832 92,619 34,374 239,077 - - 239,077
物品 11,021,102 1,077,444 979,673 11,118,873 7,869,443 402,506 3,249,430
合計 304,437,949 6,373,623 3,945,529 306,866,042 154,497,326 5,105,486 152,368,716
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